大阪府条例第　　　号

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例
　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（通勤手当）

第十四条　（略）
２　（略）
一　前項第一号に掲げる職員　人事委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給対象期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相当額」という。）。ただし、運賃等相当額を支給対象期間の月数で除して得た額（以下「一箇月当たりの運賃等相当額」という。）が五万五千円を超えるときは、五万五千円に支給対象期間の月数を乗じて得た額とする。
二　（略）
三　前項第三号に掲げる職員　交通機関等を利用せず、かつ、自転車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自転車等の使用距離等の事情を考慮して人事委員会規則で定める区分に応じ、運賃等相当額及び前号に定める額の合計額（一箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が五万五千円を超えるときは、五万五千円に支給対象期間の月数を乗じて得た額）、第一号又は前号に定める額
３―６　（略）
	（通勤手当）

第十四条　（略）
２　（略）
一　前項第一号に掲げる職員　人事委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給対象期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相当額」という。）

二　（略）
三　前項第三号に掲げる職員　交通機関等を利用せず、かつ、自転車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自転車等の使用距離等の事情を考慮して人事委員会規則で定める区分に応じ、運賃等相当額及び前号に定める額の合計額、運賃等相当額又は前号に定める額

３―６　（略）

	
	


附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。
（経過措置）

２　この条例の施行の日の前日において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額が五万五千円を超えているときは、この条例の施行の日から平成二十八年三月三十一日（同日前に人事委員会規則で定める事由が生じた職員にあっては、人事委員会規則で定める日）までの間は、この条例による改正後の職員の給与に関する条例第十四条第二項第一号ただし書又は同項第三号ただし書の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　一　職員の給与に関する条例第十四条第一項第一号に掲げる職員　同条第二項第一号に規定する一箇月当たりの運賃等相当額
　二　職員の給与に関する条例第十四条第一項第三号に掲げる職員　同条第二項第三号に規定する一箇月当たりの運賃等相当額及び同項第二号に定める額の合計額又は一箇月当たりの運賃等相当額
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